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「 農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程」 の一部

改正について 

 

今般、「 農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程」（ 令和２

年４ 月１ 日付け財務大臣・ 厚生労働大臣・ 農林水産大臣決定） について、 令和６

年 10 月１ 日から 適合施設に係る手数料の電子納付が開始するこ と 及び令和７ 年

４ 月１ 日から 輸出証明書に係る 手数料の納付が開始する こ と を 受け、 下記のと

おり 改正し ますので、 御了知の上、 対応方よろ し く お願いし ます。  

また、 関係事業者への周知等について特段の御配慮をお願いし ます。  

 

記 

 

 

輸出証明書の発行を 受けよ う と する 者又は適合施設の認定を 受けよう と する

者が電子申請を 行い、 収入印紙で手数料を 納付する 場合に使用でき る様式を 定

める。  



農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程 

令和２ 年４ 月１ 日（ 最終改正： 令和６ 年９ 月30日）  

財務大臣・ 厚生労働大臣・ 農林水産大臣決定 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（ 令和元年法律第 57 号。 以下「 法」 と い

う 。）、 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則（ 令和２ 年財務省・ 厚生労働

省・ 農林水産省令第１ 号。 以下「 主務省令」 と いう 。） 及び農林水産省関係農林水産物及び

食品の輸出の促進に関する法律施行規則（ 令和２ 年農林水産省令第 22 号）の規定に基づき 、

輸出証明書の発行、適合区域の指定及び適合施設の認定並びに登録発行機関及び登録認定機

関の登録に係る手続を次のと おり 定める。  

第１  輸出証明書の発行に関する手続 

１  主務大臣による輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第１ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 輸出証明書の発行に関する手続は、

農林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の輸出証明書の発行の欄に掲げる別紙に定

めると おり と する。（ 主務省令第３ 条関係）  

（ ２ ） 法第 15 条第１ 項の規定に基づき 主務大臣から 輸出証明書の発行を 受けよう と する

者が、 情報通信技術を 活用し た行政の推進等に関する法律（ 平成 14 年法律第 151

号。 以下「 情報通信技術活用法」 と いう 。 ） 第６ 条第１ 項の規定により 同項に規定

する電子情報処理組織を 使用し て申請を 行う 場合であっ て、 法第 15 条第４ 項の規

定に基づく 手数料を収入印紙で納付し よう と すると き は、 別添様式１ （ 手数料納付

様式） に収入印紙を貼付し 、 （ １ ） に規定する別紙ごと に定める申請書の提出先に

提出するも のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において定めら れた様式等が

ある場合は当該様式等を 用いるこ と 。 （ 主務省令第３ 条関係）

（ ３ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 主務大臣から 輸出証明書の発行を

受けた者に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質問等を 行

う こ と ができ る。

（ ４ ） 主務大臣から 輸出証明書の発行を受けた者が、 主務大臣による報告の徴収等につ

いて、 忌避、 虚偽の答弁等を し たと き は、 主務大臣は、 法第 53 条第５ 項の規定に

基づき 、 自ら が行っ た輸出証明書の発行を 取り 消すこ と ができ る。

２  都道府県知事等による輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第２ 項の規定に基づき 都道府県知事又は保健所を 設置する市若し く は特

別区の長（ 以下「 都道府県知事等」 と いう 。） が行う 輸出証明書の発行に関する手続

は、 農林水産物又は食品の種類ごと に、 別表２ の輸出証明書の発行の欄に掲げる別紙

に定めると おり と する。（ 主務省令第５ 条関係）  



 

（ ２ ） 主務大臣又は都道府県知事等は、 法第 53 条第１ 項又は第２ 項の規定に基づき 、 都

道府県知事等から 輸出証明書の発行を 受けた者に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所

等への立入調査、 職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

（ ３ ） 都道府県知事等から 輸出証明書の発行を受けた者が、 主務大臣又は都道府県知事

等による報告の徴収等について、 忌避、 虚偽の答弁等をし たと き は、 都道府県知事

等は、 法第 53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行っ た輸出証明書の発行を 取り 消す

こ と ができ る。  

（ ４ ） 都道府県知事等は、 輸出証明書の取消し を行っ た場合は、 別添様式２ により 、 遅滞

なく 主務大臣にその旨を 報告するも のと する 。 ただし 、（ １ ） に規定する 別紙におい

て定めら れた様式等がある場合は当該様式等を 用いるこ と 。（ 主務省令第 57 条関係） 

 

３  登録発行機関による輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第３ 項の規定に基づき 登録発行機関が行う 輸出証明書の発行に関する手

続は、 輸出証明書の種類ごと に、 別表３ の輸出証明書の発行の欄に掲げる別紙に定め

ると おり と する。（ 主務省令第６ 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 登録発行機関から 輸出証明書の発

行を受けた者に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質問等

を 行う こ と ができ る。  

 

４  主務大臣 

法第 15 条第１ 項（ 輸出証明書の発行に関する手続に係る部分を 除く 。 ） 及び第 53

条（ 輸出証明書の発行に関する事項に限る。 ） における主務大臣は、 別表１ 、 別表２

及び別表３ の輸出証明書の発行の欄に掲げる別紙ごと にそれぞれ定めると おり と す

る。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

 ５  その他 

１ から ３ までに定める輸出証明書の申請・ 発給は、 別に定める場合を 除き 、 一元的な

輸出証明書発給システムにより 行う こ と 。  

 

第２  適合区域の指定に関する手続 

１  主務大臣による適合区域の指定 

法第 16 条第１ 項及び第３ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 適合区域の指定及びその

定期的な確認並びに同条第４ 項の規定に基づく 指定の取消し 等に関する手続は、 農林水

産物又は食品の種類ごと に、 別表１ の適合区域の指定の欄に掲げる別紙に定めると おり

と する。（ 主務省令第 10 条及び第 13 条関係）  

 

２  都道府県知事等による適合区域の指定 

（ １ ） 法第 16 条第２ 項及び第３ 項の規定に基づき 都道府県知事等が行う 適合区域の指定



 

及びその定期的な確認並びに同条第４ 項の規定に基づく 指定の取消し 等に関する 手

続は、 農林水産物又は食品の種類ごと に、 別表２ の適合区域の指定の欄に掲げる別紙

に定めると おり と する。（ 主務省令第 12 条及び第 13 条関係）  

（ ２ ） 都道府県知事等は、 適合区域の指定若し く はその取消し 又は当該適合区域の変更を

行っ た場合は、法第 16 条第５ 項の規定に基づき 、別添様式３ により 、1 か月以内に主

務大臣にその旨を 報告するも のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において定め

ら れた様式等がある場合は当該様式等を用いるこ と 。（ 主務省令第 14 条関係）  

 

３  主務大臣 

法第 16 条（ 適合区域の指定及び確認に関する手続に係る部分を 除く 。 ） における主

務大臣は、 別表１ 及び別表２ の適合区域の指定の欄に掲げる別紙ごと にそれぞれ定め

ると おり と する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

第３  適合施設の認定に関する手続 

１  主務大臣による適合施設の認定 

（ １ ） 法第 17 条第１ 項及び第４ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 適合施設の認定及びそ

の定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定の取消し 等に関する手続は、農

林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の適合施設の認定の欄に掲げる別紙に定める

と おり と する。（ 主務省令第 16 条及び第 21 条関係）  

（ ２ ） 法第 17 条第１ 項の規定に基づき 主務大臣から 施設の認定を 受けよう と する者が、

情報通信技術活用法第６ 条第１ 項の規定により 同項に規定する電子情報処理組織を

使用し て申請を行う 場合であっ て、 法第 17 条第８ 項の規定に基づく 手数料を収入

印紙で納付し よう と すると き は、 別添様式１ （ 手数料納付様式） に収入印紙を貼付

し 、 （ １ ） に規定する別紙ごと に定める申請書の提出先に提出するも のと する。 た

だし 、（ １ ） に規定する別紙において定めら れた様式等がある場合は当該様式等を

用いるこ と 。（ 主務省令第 16 条関係）  

（ ３ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 主務大臣から 認定を受けた適合施

設の設置者等に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質問等

を 行う こ と ができ る。  

（ ４ ） 主務大臣から 認定を 受けた適合施設の設置者等が、 主務大臣による報告の徴収等

について、 忌避、 虚偽の答弁等をし たと き は、 主務大臣は、 法第 53 条第５ 項の規

定に基づき 、 自ら が行っ た適合施設の認定を取り 消すこ と ができ る。  

 

２  都道府県知事等による適合施設の認定 

（ １ ） 法第 17 条第２ 項及び第４ 項の規定に基づき 都道府県知事等が行う 適合施設の認定

及びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定の取消し 等に関する 手

続は、 農林水産物又は食品の種類ごと に、 別表２ の適合施設の認定の欄に掲げる別紙

に定めると おり と する。（ 主務省令第 18 条及び第 21 条関係）  



 

（ ２ ） 主務大臣又は都道府県知事等は、 法第 53 条第１ 項又は第２ 項の規定に基づき 、 都

道府県知事等から 認定を 受けた適合施設の設置者等に対し 、 必要な報告の徴収、 事

業所等への立入調査、 職員への質問等を行う こ と ができ る。  

（ ３ ） 都道府県知事等から 認定を受けた適合施設の設置者等が、 主務大臣又は都道府県

知事等による報告の徴収等について、 忌避、 虚偽の答弁等を し たと き は、 都道府県

知事等は、 法第 53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行っ た適合施設の認定を 取り 消

すこ と ができ る。  

（ ４ ） 都道府県知事等は、 適合施設の認定又はその取消し を 行っ た場合は、 法第 17 条第

６ 項（ 法第 53 条第６ 項において準用する場合を含む。） の規定に基づき 、 別添様式４

により 、 1 か月以内に主務大臣にその旨を 報告するも のと する。 ただし 、（ １ ） に規定

する別紙において定めら れた様式等がある場合は当該様式等を 用いるこ と 。（ 主務省

令第 22 条関係）  

 

３  登録認定機関による適合施設の認定 

（ １ ） 法第 17 条第３ 項及び第４ 項の規定に基づき 登録認定機関が行う 適合施設の認定及

びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定の取消し 等に関する 手続

は、 農林水産物又は食品の種類ごと に、 別表４ に掲げる 別紙に定めると おり と する。

（ 主務省令第 20 条及び第 21 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 登録認定機関から 認定を受けた適

合施設の設置者等に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質

問等を 行う こ と ができ る。  

（ ３ ） 登録認定機関は、 適合施設の認定又はその取消し を行っ た場合は、 法第 17 条第６

項の規定に基づき 、 別添様式４ により 、 1 か月以内に主務大臣にその旨を 報告するも

のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において定めら れた様式等がある場合は当

該様式等を用いるこ と 。（ 主務省令第 22 条関係）  

 

４  主務大臣 

法第 17 条（ 適合施設の認定及び確認に関する手続に係る部分を 除く 。 ） 及び第 53

条（ 適合施設の認定及び確認に関する事項に限る。 ） における主務大臣は、 別表１ 、

別表２ 及び別表４ の適合施設の認定の欄に掲げる別紙ごと にそれぞれ定めると おり と

する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

５  その他 

 １ から ３ までに定める適合施設の認定に係る手続き は、 別に定める場合を除き 、 一元

的な輸出証明書発給システムにより 行う こ と 。  

 

第４  登録発行機関及び登録認定機関の登録等に関する手続 

１  登録発行機関の登録等に関する手続 



 

法第５ 章第２ 節に規定する登録発行機関の登録の申請、 登録発行機関の業務を 適確に

行う ための基準、 登録発行機関の発行に関する業務の方法に関する基準、 登録発行機関

の業務規程の規定事項その他の登録発行機関の登録等の手続に関する事項は、 別添１ に

定めると おり と する。（ 主務省令第 24 条から 第 35 条まで関係）  

 

２  登録認定機関の登録等に関する手続 

法第５ 章第３ 節に規定する登録認定機関の登録の申請、 登録認定機関の業務を 適確に

行う ための基準、 登録認定機関の認定等に関する業務の方法に関する基準、 登録認定機

関の業務規程の規定事項その他の登録認定機関の登録等の手続に関する事項は、 別添２

に定めると おり と する。（ 主務省令第 36 条から 第 47 条まで関係）  

 

第５  留意事項 

主務大臣及び都道府県知事等は、法第 11 条から 第 13 条までの規定に基づき 、事業者が

行う 輸出のための取組を 促進するため、 相互に連携を図り ながら 協力し 、 輸出証明書の発

行等に必要な手続の整備、 事業者への情報の提供及び助言等に努めなければなら ない。  

 

第６  改正手続 

１  別表１ から 別表４ までに掲げる別紙の規定については、当該別紙ごと にそれぞれ定め

る主務大臣及び農林水産大臣が改正するこ と ができ るも のと する。  

 

２  別表１ から 別表４ まで、 別紙リ スト 並びに別添１ 及び別添２ の規定については、 農林

水産大臣が単独で改正するこ と ができ るも のと する。  

 

附 則 

 当面の間は、 一元的な輸出証明書発給システムによら ない従来の方法による申請等も 受

け付ける。  

 



     

別添様式１  

 

年 月 日 

（ 申請書に記載の日付を 記載するこ と ）  

 

        宛 

（ 別紙ごと に定める申請書の提出先を記載するこ と ）     

               

申請者 住所                

氏名                

電話番号              

申請番号               

（ 法人にあっ ては、 その所在地、 名称及び代表者の氏名）  

 

輸出証明書の発行又は適合施設の認定に係る収入印紙の貼付 

 

 

収入印紙貼付欄 

（ 手数料に相当する額の収入印紙を貼付。 消印を し ないこ と 。）  

 

 

 

 



     

別添様式２  

年  月  日 

 

 

財務大臣 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所設置市

若し く は特別区の長 

                         

 

 

輸出証明書の取消し の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則第 57 条の規定に基づ

き 、 下記のと おり 輸出証明書の取消し について報告し ます。  

 

  

 

記 

 

 

輸出証明

書の種類 

輸出先国 農林水産

物又は食

品の種類 

輸出証明書の発行及び 

その取消し を受けた者 

取消し の理由 

名称 住所 

      

      

 

 

 

 

 

 

  



     

別添様式３  

年   月  日 

 

 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所設置市

若し く は特別区長の長 

                         

 

 

適合区域の 〔  指定・ 取消し ・ 変更 〕 の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第 16 条第５ 項の規定に基づき 、 下記

のと おり 適合区域の〔  指定・ 取消し ・ 変更 〕 について報告し ます。  

 

  

 

記 

 

 

区域名称 番号 住所 指定日・ 取消

し 日・ 変更日 

取消し 又は変更

の理由* 

     

     

*取消し 又は変更の場合に記入するこ と 。  

 

（ 注） 必要に応じ 、 表の幅を 調整し て差し 支えない。  

 

 

 

 

 



別添様式４  

年  月  日 

厚生労働大臣 

農林水産大臣 

都道府県知事又は保健所設置市若し く は

特別区の長 

登録認定機関の氏名（ 法人の場合にあっ て

は登録認定機関の名称及び代表者の氏名） 

適合施設の 〔  認定・ 取消し  〕 の報告について 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第 17 条第６ 項（ 第 53 条第６ 項におい

て準用する場合を 含む。） の規定に基づき 、下記のと おり 適合施設の〔  認定・ 取消し  〕

について報告し ます。  

記 

申請者の氏名及び住所

（ 法人にあっ てはその

名称及び所在地）  

施設の名称及び

所在地 

認定番号 認定日・ 取

消し 日 

取消し の理由* 

*取消し の場合に記入するこ と 。  

（ 注） 必要に応じ 、 表の幅を 調整し て差し 支えない。  



農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程 新旧対照表（ 主な変更部分のみ抜粋）  

改正後 改正前 

 

農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程 

 

令和２ 年４ 月１ 日（ 最終改正： 令和６ 年９ 月 30 日）  

財務大臣・ 厚生労働大臣・ 農林水産大臣決定 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（ 令和元年法律第 57 号。 以下

「 法」 と いう 。）、 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則（ 令和

２ 年財務省・ 厚生労働省・ 農林水産省令第１ 号。 以下「 主務省令」 と いう 。） 及

び農林水産省関係農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則（ 令和

２ 年農林水産省令第 22 号） の規定に基づき 、 輸出証明書の発行、 適合区域の指

定及び適合施設の認定並びに登録発行機関及び登録認定機関の登録に係る 手続

を 次のと おり 定める。  

 

第１  輸出証明書の発行に関する手続 

１  主務大臣による輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第１ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 輸出証明書の発行に関

する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の輸出証明書の発

行の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第３ 条関係）  

（ ２ ） 法第 15 条第１ 項の規定に基づき 主務大臣から 輸出証明書の発行を 受け

よう と する者が、情報通信技術を 活用し た行政の推進等に関する法律（ 平

成 14 年法律第 151 号。 以下「 情報通信技術活用法」 と いう 。 ） 第６ 条第

１ 項の規定によ り 同項に規定する 電子情報処理組織を 使用し て申請を 行

う 場合であっ て、 法第 15 条第４ 項の規定に基づく 手数料を 収入印紙で納

付し よう と すると き は、 別添様式１ （ 手数料納付様式） に収入印紙を 貼付

し 、（ １ ） に規定する別紙ごと に定める申請書の提出先に提出するも のと

 

農林水産物及び食品の輸出証明書の発行等に関する手続規程 

 

令和２ 年４ 月１ 日（ 最終改正： 令和６ 年９ 月４ 日）  

財務大臣・ 厚生労働大臣・ 農林水産大臣決定 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律（ 令和元年法律第 57 号。 以下

「 法」 と いう 。）、 農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則（ 令和

２ 年財務省・ 厚生労働省・ 農林水産省令第１ 号。 以下「 主務省令」 と いう 。） 及

び農林水産省関係農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則（ 令和

２ 年農林水産省令第 22 号） の規定に基づき 、 輸出証明書の発行、 適合区域の指

定及び適合施設の認定並びに登録発行機関及び登録認定機関の登録に係る 手続

を 次のと おり 定める。  

 

第１  輸出証明書の発行に関する手続 

１  主務大臣による輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第１ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 輸出証明書の発行に関

する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の輸出証明書の発

行の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第３ 条関係）  

（ 新設）  

 

 

 

 

 

 



する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において定めら れた様式等がある場

合は当該様式等を 用いるこ と 。 （ 主務省令第３ 条関係）  

（ ３ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 主務大臣から 輸出証明

書の発行を受けた者に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、

職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

（ ４ ） 主務大臣から 輸出証明書の発行を 受けた者が、主務大臣による 報告の徴

収等について、 忌避、 虚偽の答弁等をし たと き は、 主務大臣は、 法第 53

条第５ 項の規定に基づき 、自ら が行っ た輸出証明書の発行を 取り 消すこ と

ができ る 。  

 

２  都道府県知事等による輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第２ 項の規定に基づき 都道府県知事又は保健所を設置する市

若し く は特別区の長（ 以下「 都道府県知事等」 と いう 。） が行う 輸出証明

書の発行に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表２ の輸

出証明書の発行の欄に掲げる別紙に定めると おり と する 。（ 主務省令第５

条関係）  

（ ２ ） 主務大臣又は都道府県知事等は、 法第 53 条第１ 項又は第２ 項の規定に

基づき 、 都道府県知事等から 輸出証明書の発行を 受けた者に対し 、 必要

な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質問等を 行う こ と がで

き る。  

（ ３ ） 都道府県知事等から 輸出証明書の発行を 受けた者が、主務大臣又は都道

府県知事等による報告の徴収等について、 忌避、 虚偽の答弁等を し たと

き は、 都道府県知事等は、 法第 53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行っ

た輸出証明書の発行を 取り 消すこ と ができ る。  

（ ４ ） 都道府県知事等は、 輸出証明書の取消し を 行っ た場合は、 別添様式２ に

より 、 遅滞なく 主務大臣にその旨を 報告するも のと する。 ただし 、（ １ ）

に規定する 別紙において定めら れた様式等がある 場合は当該様式等を 用

いるこ と 。（ 主務省令第 57 条関係）  

 

 

 

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 主務大臣から 輸出証明

書の発行を受けた者に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、

職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

（ ３ ） 主務大臣から 輸出証明書の発行を受けた者が、主務大臣による報告の徴

収等について、 忌避、 虚偽の答弁等を し たと き は、 主務大臣は、 法第 53

条第５ 項の規定に基づき 、自ら が行っ た輸出証明書の発行を 取り 消すこ と

ができ る。  

 

２  都道府県知事等による輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第２ 項の規定に基づき 都道府県知事又は保健所を設置する市

若し く は特別区の長（ 以下「 都道府県知事等」 と いう 。） が行う 輸出証明

書の発行に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表２ の輸

出証明書の発行の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第５

条関係）  

（ ２ ） 主務大臣又は都道府県知事等は、 法第 53 条第１ 項又は第２ 項の規定に

基づき 、 都道府県知事等から 輸出証明書の発行を 受けた者に対し 、 必要

な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質問等を 行う こ と がで

き る。  

（ ３ ） 都道府県知事等から 輸出証明書の発行を 受けた者が、主務大臣又は都道

府県知事等による報告の徴収等について、 忌避、 虚偽の答弁等を し たと

き は、 都道府県知事等は、 法第 53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行っ

た輸出証明書の発行を 取り 消すこ と ができ る。  

（ ４ ） 都道府県知事等は、 輸出証明書の取消し を行っ た場合は、 別添様式１ に

より 、 遅滞なく 主務大臣にその旨を 報告するも のと する。 ただし 、（ １ ）

に規定する 別紙において定めら れた様式等がある 場合は当該様式等を 用

いるこ と 。（ 主務省令第 57 条関係）  

 



３  登録発行機関によ る輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第３ 項の規定に基づき 登録発行機関が行う 輸出証明書の発行

に関する 手続は、輸出証明書の種類ごと に、別表３ の輸出証明書の発行の

欄に掲げる別紙に定めると おり と する 。（ 主務省令第６ 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 登録発行機関から 輸出

証明書の発行を受けた者に対し 、必要な報告の徴収、事業所等への立入調

査、 職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

 

４  主務大臣 

法第 15 条第１ 項（ 輸出証明書の発行に関する手続に係る部分を 除く 。 ）

及び第 53 条（ 輸出証明書の発行に関する事項に限る。 ） における主務大臣

は、別表１ 、別表２ 及び別表３ の輸出証明書の発行の欄に掲げる別紙ごと に

それぞれ定めると おり と する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

 ５  その他 

１ から ３ までに定める輸出証明書の申請・ 発給は、 別に定める 場合を 除

き 、 一元的な輸出証明書発給システムにより 行う こ と 。  

 

第２  適合区域の指定に関する手続 

１  主務大臣による適合区域の指定 

法第 16 条第１ 項及び第３ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 適合区域の指

定及びその定期的な確認並びに同条第４ 項の規定に基づく 指定の取消し 等

に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の適合区域の指

定の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 10 条及び第 13 条

関係）  

 

２  都道府県知事等による適合区域の指定 

（ １ ） 法第 16 条第２ 項及び第３ 項の規定に基づき 都道府県知事等が行う 適合

区域の指定及びその定期的な確認並びに同条第４ 項の規定に基づく 指定

３  登録発行機関によ る輸出証明書の発行 

（ １ ） 法第 15 条第３ 項の規定に基づき 登録発行機関が行う 輸出証明書の発行

に関する 手続は、輸出証明書の種類ごと に、別表３ の輸出証明書の発行の

欄に掲げる別紙に定めると おり と する 。（ 主務省令第６ 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 登録発行機関から 輸出

証明書の発行を 受けた者に対し 、 必要な報告の徴収、 事業所等への立入

調査、 職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

 

４  主務大臣 

法第 15 条第１ 項（ 輸出証明書の発行に関する手続に係る部分を 除く 。 ）

及び第 53 条（ 輸出証明書の発行に関する事項に限る。 ） における主務大臣

は、別表１ 、別表２ 及び別表３ の輸出証明書の発行の欄に掲げる別紙ごと に

それぞれ定めると おり と する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

 ５  その他 

１ から ３ までに定める輸出証明書の申請・ 発給は、 別に定める 場合を 除

き 、 一元的な輸出証明書発給システムにより 行う こ と 。  

 

第２  適合区域の指定に関する手続 

１  主務大臣による適合区域の指定 

法第 16 条第１ 項及び第３ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 適合区域の指

定及びその定期的な確認並びに同条第４ 項の規定に基づく 指定の取消し 等

に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の適合区域の指

定の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 10 条及び第 13 条

関係）  

 

２  都道府県知事等による適合区域の指定 

（ １ ） 法第 16 条第２ 項及び第３ 項の規定に基づき 都道府県知事等が行う 適合

区域の指定及びその定期的な確認並びに同条第４ 項の規定に基づく 指定



の取消し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表２ の

適合区域の指定の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 12

条及び第 13 条関係）  

（ ２ ） 都道府県知事等は、適合区域の指定若し く はその取消し 又は当該適合区

域の変更を行っ た場合は、 法第 16 条第５ 項の規定に基づき 、 別添様式３

により 、 1 か月以内に主務大臣にその旨を 報告するも のと する。 ただし 、

（ １ ）に規定する別紙において定めら れた様式等がある 場合は当該様式等

を 用いる こ と 。（ 主務省令第 14 条関係）  

 

３  主務大臣 

法第 16 条（ 適合区域の指定及び確認に関する手続に係る部分を 除く 。 ）

における主務大臣は、別表１ 及び別表２ の適合区域の指定の欄に掲げる別紙

ごと にそれぞれ定める と おり と する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

第３  適合施設の認定に関する手続 

１  主務大臣による適合施設の認定 

（ １ ） 法第 17 条第１ 項及び第４ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 適合施設の

認定及びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定の取消

し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の適合施

設の認定の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 16 条及

び第 21 条関係）  

（ ２ ） 法第 17 条第１ 項の規定に基づき 主務大臣から 施設の認定を受けよう と

する者が、情報通信技術活用法第６ 条第１ 項の規定によ り 同項に規定する

電子情報処理組織を使用し て申請を行う 場合であっ て、 法第 17 条第８ 項

の規定に基づく 手数料を 収入印紙で納付し よう と する と き は、別添様式１

（ 手数料納付様式） に収入印紙を 貼付し 、（ １ ） に規定する別紙ごと に定

める申請書の提出先に提出するも のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別

紙において定めら れた様式等がある場合は当該様式等を用いるこ と 。（ 主

務省令第 16 条関係）  

の取消し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表２ の

適合区域の指定の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 12

条及び第 13 条関係）  

（ ２ ） 都道府県知事等は、適合区域の指定若し く はその取消し 又は当該適合区

域の変更を行っ た場合は、 法第 16 条第５ 項の規定に基づき 、 別添様式２

により 、 1 か月以内に主務大臣にその旨を 報告する も のと する。 ただし 、

（ １ ）に規定する別紙において定めら れた様式等がある 場合は当該様式等

を 用いるこ と 。（ 主務省令第 14 条関係）  

 

３  主務大臣 

法第 16 条（ 適合区域の指定及び確認に関する手続に係る部分を 除く 。 ）

における主務大臣は、別表１ 及び別表２ の適合区域の指定の欄に掲げる別紙

ごと にそれぞれ定めると おり と する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

第３  適合施設の認定に関する手続 

１  主務大臣による適合施設の認定 

（ １ ） 法第 17 条第１ 項及び第４ 項の規定に基づき 主務大臣が行う 適合施設の

認定及びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定の取消

し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表１ の適合施

設の認定の欄に掲げる 別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 16 条及

び第 21 条関係）  

（ 新設）  

 

 

 

 

 

 

 



（ ３ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 主務大臣から 認定を受

けた適合施設の設置者等に対し 、必要な報告の徴収、事業所等への立入調

査、 職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

（ ４ ） 主務大臣から 認定を 受けた適合施設の設置者等が、主務大臣による報告

の徴収等について、 忌避、 虚偽の答弁等をし たと き は、 主務大臣は、 法第

53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行っ た適合施設の認定を 取り 消すこ

と ができ る。  

 

２  都道府県知事等による適合施設の認定 

（ １ ） 法第 17 条第２ 項及び第４ 項の規定に基づき 都道府県知事等が行う 適合

施設の認定及びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定

の取消し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表２ の

適合施設の認定の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 18

条及び第 21 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣又は都道府県知事等は、 法第 53 条第１ 項又は第２ 項の規定に

基づき 、 都道府県知事等から 認定を 受けた適合施設の設置者等に対し 、

必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質問等を 行う こ と

ができ る。  

（ ３ ） 都道府県知事等から 認定を 受けた適合施設の設置者等が、主務大臣又は

都道府県知事等による報告の徴収等について、忌避、虚偽の答弁等を し た

と き は、 都道府県知事等は、 法第 53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行

っ た適合施設の認定を 取り 消すこ と ができ る。  

（ ４ ） 都道府県知事等は、 適合施設の認定又はその取消し を行っ た場合は、 法

第 17 条第６ 項（ 法第 53 条第６ 項において準用する場合を 含む。） の規定

に基づき 、 別添様式４ により 、 1 か月以内に主務大臣にその旨を 報告する

も のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において定めら れた様式等が

ある場合は当該様式等を 用いるこ と 。（ 主務省令第 22 条関係）  

 

３  登録認定機関による適合施設の認定 

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 主務大臣から 認定を受

けた適合施設の設置者等に対し 、必要な報告の徴収、事業所等への立入調

査、 職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

（ ３ ） 主務大臣から 認定を 受けた適合施設の設置者等が、主務大臣による報告

の徴収等について、 忌避、 虚偽の答弁等をし たと き は、 主務大臣は、 法第

53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行っ た適合施設の認定を 取り 消すこ

と ができ る。  

 

２  都道府県知事等による適合施設の認定 

（ １ ） 法第 17 条第２ 項及び第４ 項の規定に基づき 都道府県知事等が行う 適合

施設の認定及びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定

の取消し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表２ の

適合施設の認定の欄に掲げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 18

条及び第 21 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣又は都道府県知事等は、 法第 53 条第１ 項又は第２ 項の規定に

基づき 、 都道府県知事等から 認定を 受けた適合施設の設置者等に対し 、

必要な報告の徴収、 事業所等への立入調査、 職員への質問等を 行う こ と

ができ る 。  

（ ３ ） 都道府県知事等から 認定を 受けた適合施設の設置者等が、主務大臣又は

都道府県知事等による 報告の徴収等について、忌避、虚偽の答弁等を し た

と き は、 都道府県知事等は、 法第 53 条第５ 項の規定に基づき 、 自ら が行

っ た適合施設の認定を 取り 消すこ と ができ る。  

（ ４ ） 都道府県知事等は、 適合施設の認定又はその取消し を 行っ た場合は、 法

第 17 条第６ 項（ 法第 53 条第６ 項において準用する場合を 含む。） の規定

に基づき 、 別添様式３ により 、 1 か月以内に主務大臣にその旨を 報告する

も のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において定めら れた様式等が

ある場合は当該様式等を用いるこ と 。（ 主務省令第 22 条関係）  

 

３  登録認定機関によ る適合施設の認定 



（ １ ） 法第 17 条第３ 項及び第４ 項の規定に基づき 登録認定機関が行う 適合施

設の認定及びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定の

取消し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表４ に掲

げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 20 条及び第 21 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 登録認定機関から 認定

を 受けた適合施設の設置者等に対し 、必要な報告の徴収、事業所等への立

入調査、 職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

（ ３ ） 登録認定機関は、 適合施設の認定又はその取消し を 行っ た場合は、 法第

17 条第６ 項の規定に基づき 、別添様式４ により 、1 か月以内に主務大臣に

その旨を 報告するも のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において定

めら れた様式等がある場合は当該様式等を 用いるこ と 。（ 主務省令第 22 条

関係）  

 

４  主務大臣 

法第 17 条（ 適合施設の認定及び確認に関する手続に係る部分を 除く 。 ）

及び第 53 条（ 適合施設の認定及び確認に関する事項に限る。 ） における主

務大臣は、 別表１ 、別表２ 及び別表４ の適合施設の認定の欄に掲げる別紙ご

と にそれぞれ定めると おり と する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

５  その他 

 １ から ３ までに定める適合施設の認定に係る手続き は、別に定める場合を

除き 、 一元的な輸出証明書発給システムにより 行う こ と 。  

 

第４  登録発行機関及び登録認定機関の登録等に関する手続 

１  登録発行機関の登録等に関する手続 

法第５ 章第２ 節に規定する登録発行機関の登録の申請、登録発行機関の業

務を 適確に行う ための基準、登録発行機関の発行に関する業務の方法に関す

る基準、登録発行機関の業務規程の規定事項その他の登録発行機関の登録等

（ １ ） 法第 17 条第３ 項及び第４ 項の規定に基づき 登録認定機関が行う 適合施

設の認定及びその定期的な確認並びに同条第５ 項の規定に基づく 認定の

取消し 等に関する手続は、農林水産物又は食品の種類ごと に、別表４ に掲

げる別紙に定めると おり と する。（ 主務省令第 20 条及び第 21 条関係）  

（ ２ ） 主務大臣は、 法第 53 条第１ 項の規定に基づき 、 登録認定機関から 認定

を 受けた適合施設の設置者等に対し 、必要な報告の徴収、事業所等への立

入調査、 職員への質問等を 行う こ と ができ る。  

（ ３ ） 登録認定機関は、 適合施設の認定又はその取消し を 行っ た場合は、 法第

17 条第６ 項の規定に基づき 、 別添様式３ により 、 1 か月以内に主務大臣

にその旨を 報告するも のと する。 ただし 、（ １ ） に規定する別紙において

定めら れた様式等がある場合は当該様式等を用いるこ と 。（ 主務省令第 22

条関係）  

 

４  主務大臣 

法第 17 条（ 適合施設の認定及び確認に関する手続に係る部分を 除く 。 ）

及び第 53 条（ 適合施設の認定及び確認に関する事項に限る。 ） における 主

務大臣は、別表１ 、別表２ 及び別表４ の適合施設の認定の欄に掲げる別紙ご

と にそれぞれ定めると おり と する。（ 主務省令第 55 条関係）  

 

５  その他 

 １ から ３ までに定める適合施設の認定に係る手続き は、別に定める場合を

除き 、 一元的な輸出証明書発給システムにより 行う こ と 。  

 

第４  登録発行機関及び登録認定機関の登録等に関する手続 

１  登録発行機関の登録等に関する手続 

法第５ 章第２ 節に規定する登録発行機関の登録の申請、登録発行機関の業

務を 適確に行う ための基準、登録発行機関の発行に関する業務の方法に関す

る基準、登録発行機関の業務規程の規定事項その他の登録発行機関の登録等 

 



の手続に関する事項は、別添１ に定めると おり と する。（ 主務省令第 24 条か

ら 第 35 条まで関係）  

 

２  登録認定機関の登録等に関する手続 

法第５ 章第３ 節に規定する登録認定機関の登録の申請、登録認定機関の業

務を 適確に行う ための基準、登録認定機関の認定等に関する業務の方法に関

する基準、登録認定機関の業務規程の規定事項その他の登録認定機関の登録

等の手続に関する事項は、別添２ に定めると おり と する。（ 主務省令第 36 条

から 第 47 条まで関係）  

 

第５  留意事項 

主務大臣及び都道府県知事等は、 法第 11 条から 第 13 条までの規定に基づ

き 、事業者が行う 輸出のための取組を 促進するため、相互に連携を図り ながら

協力し 、輸出証明書の発行等に必要な手続の整備、事業者への情報の提供及び

助言等に努めなければなら ない。  

 

第６  改正手続 

１  別表１ から 別表４ までに掲げる別紙の規定については、当該別紙ごと にそ

れぞれ定める 主務大臣及び農林水産大臣が改正する こ と ができ る も のと す

る 。  

 

２  別表１ から 別表４ まで、別紙リ スト 並びに別添１ 及び別添２ の規定につい

ては、 農林水産大臣が単独で改正するこ と ができ るも のと する。  

 

附 則 

 当面の間は、 一元的な輸出証明書発給システムによ ら ない従来の方法によ る

申請等も 受け付ける 。  

 

 

の手続に関する事項は、別添１ に定めると おり と する 。（ 主務省令第 24 条か

ら 第 35 条まで関係）  

 

２  登録認定機関の登録等に関する手続 

法第５ 章第３ 節に規定する登録認定機関の登録の申請、登録認定機関の業

務を 適確に行う ための基準、登録認定機関の認定等に関する業務の方法に関

する基準、登録認定機関の業務規程の規定事項その他の登録認定機関の登録

等の手続に関する事項は、別添２ に定めると おり と する。（ 主務省令第 36 条

から 第 47 条まで関係）  

 

第５  留意事項 

主務大臣及び都道府県知事等は、 法第 11 条から 第 13 条までの規定に基づ

き 、事業者が行う 輸出のための取組を 促進するため、相互に連携を図り ながら

協力し 、輸出証明書の発行等に必要な手続の整備、事業者への情報の提供及び

助言等に努めなければなら ない。  

 

第６  改正手続 

１  別表１ から 別表４ までに掲げる別紙の規定については、当該別紙ごと にそ

れぞれ定める 主務大臣及び農林水産大臣が改正する こ と ができ る も のと す

る。  

 

２  別表１ から 別表４ まで、別紙リ スト 並びに別添１ 及び別添２ の規定につい

ては、 農林水産大臣が単独で改正するこ と ができ るも のと する。  

 

附 則 

 当面の間は、一元的な輸出証明書発給システムによら ない従来の方法による申

請等も 受け付ける。  

 

 



別添様式１  

 

年 月 日 

（ 申請書に記載の日付を 記載する こ と ）  

 

        宛 

（ 別紙ごと に定める 申請書の提出先を 記載する こ と ）  

 

                       （ 申請者）  

                       住所            

                       氏名               

                     電話番号             

                     申請番号             

（ 法人にあっ ては、 その所在地、 名称及び代表者の氏名）  

 

輸出証明書の発行又は適合施設の認定に係る 収入印紙の貼付 

 

 

収入印紙貼付欄 

（ 手数料に相当する 額の収入印紙を 貼付。 消印を し ないこ と 。 ）  

 

 

 

 

（ 新設）  

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 

 
 

 
 

 

 
 
 

 

 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 



別添様式２  

年  月  日 

 

 

財務大臣 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所

設置市若し く は特別区の

長 

                         

 

 

輸出証明書の取消し の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則第 57 条の規定に基づ

き 、 下記のと おり 輸出証明書の取消し について報告し ます。  

 

  

 

記 

 

 

 

別添様式１  

年  月  日 

 

 

財務大臣 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所

設置市若し く は特別区の

長 

                         

 

 

輸出証明書の取消し の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行規則第 57 条の規定に基づ

き 、 下記のと おり 輸出証明書の取消し について報告し ます。  

 

  

 

記 

 

 

 



輸出証明

書の種類 

輸出

先国 

農林水産物

又は食品の

種類 

輸出証明書の発行及び 

その取消し を 受けた者 

取消し の理由 

名称 住所 

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸出証明

書の種類 

輸出

先国 

農林水産物

又は食品の

種類 

輸出証明書の発行及び 

その取消し を 受けた者 

取消し の理由 

名称 住所 

      

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添様式３  

年   月  日 

 

 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所設置市若し

く は特別区長の長 

                         

 

 

適合区域の 〔  指定・ 取消し ・ 変更 〕 の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第 16 条第５ 項の規定に基づ

き 、 下記のと おり 適合区域の〔  指定・ 取消し ・ 変更 〕 について報告し ま

す。  

 

  

 

記 

 

 

区域名称 番号 住所 指定日・

取消し

取消し 又は変更の理由* 

別添様式２  

年   月  日 

 

 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所設置市若し

く は特別区長の長 

                         

 

 

適合区域の 〔  指定・ 取消し ・ 変更 〕 の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第 16 条第５ 項の規定に基づ

き 、 下記のと おり 適合区域の〔  指定・ 取消し ・ 変更 〕 について報告し ま

す。  

 

  

 

記 

 

 

区域名称 番号 住所 指定日・

取消し

取消し 又は変更の理由* 



日・ 変更

日 

     

     

*取消し 又は変更の場合に記入するこ と 。  

 

（ 注） 必要に応じ 、 表の幅を 調整し て差し 支えない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日・ 変更

日 

     

     

*取消し 又は変更の場合に記入するこ と 。  

 

（ 注） 必要に応じ 、 表の幅を 調整し て差し 支えない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別添様式４  

年  月  日 

 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所設置市

若し く は特別区の長 

登録認定機関の氏名（ 法人の場

合にあっ ては登録認定機関の名

称及び代表者の氏名）  

 

 

 

 

 

適合施設の 〔  認定・ 取消し  〕 の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第 17 条第６ 項（ 第 53 条第６

項において準用する場合を 含む。） の規定に基づき 、 下記のと おり 適合施設の

〔  認定・ 取消し  〕 について報告し ます。  

 

  

 

記 

 

別添様式３  

年  月  日 

 

 

厚生労働大臣 

 

農林水産大臣 

 

都道府県知事又は保健所設置市若

し く は特別区の長 

登録認定機関の氏名（ 法人の場合

にあっ ては登録認定機関の名称及

び代表者の氏名）  

 

 

 

 

 

適合施設の 〔  認定・ 取消し  〕 の報告について 

 

 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律第 17 条第６ 項（ 第 53 条第６

項において準用する場合を 含む。） の規定に基づき 、 下記のと おり 適合施設の

〔  認定・ 取消し  〕 について報告し ます。  

 

  

 

記 

 



 

申請者の氏名及び

住所（ 法人にあっ

てはその名称及び

所在地）  

施設の名称及

び所在地 

認定番号 認定日・

取消し 日 

取消し の理由

* 

     

     

*取消し の場合に記入するこ と 。  

 

（ 注） 必要に応じ 、 表の幅を 調整し て差し 支えない。  

 

 

 

申請者の氏名及び

住所（ 法人にあっ

てはその名称及び

所在地）  

施設の名称及

び所在地 

認定番号 認定日・

取消し 日 

取消し の理由

* 

     

     

*取消し の場合に記入するこ と 。  

 

（ 注） 必要に応じ 、 表の幅を 調整し て差し 支えない。  

 

 


